
 

 

発達障害児支援体制整備推進事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 県は、発達障害児支援体制の早期充実を推進するため、障害福祉サービス事業所等を運営

する社会福祉法人等が行う、発達障害児支援体制の充実に資する取組に対し、予算の範囲内にお

いて発達障害児支援体制整備推進事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、そ

の交付に関しては、補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規則第３６号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（交付の対象等） 

第２条 補助金の交付対象となる者は、県又は仙台市が指定する児童発達支援事業所、放課後等デ

イサービス事業所等を運営する社会福祉法人等であって知事が認める者（以下「補助対象者」と

いう。）とする。 

２ 補助金の交付対象となる事業及びその経費並びに補助率等は別表のとおりとする。 

 

（交付の申請） 

第３条 規則第３条第１項の規定による補助金等交付申請書の様式は、別記様式第１号によるもの

とし、その提出期限は知事が別に定める日とする。 

２ 規則第３条第２項の規定により、補助金等交付申請書に添付しなければならない書類は、次の

とおりとする。 

（１）事業計画書（別記様式第２号） 

（２）申請額算出内訳書（別記様式第３号） 

（３）歳入歳出予算書（見込書）抄本（別記様式第４号） 

（４）その他知事が必要と認める書類 

３ 補助対象者は、第１項の交付を申請する場合には、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に

係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税

法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額

と地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税額との合計額に補助率を乗じ

て得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）がある場合には、これを減額して申

請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明ら

かでないものについては、この限りではない。 

 

（交付の条件） 

第４条 規則第５条の規定により交付する条件は、次のとおりとする。 

（１）補助事業に要する経費の配分は変更してはならないものとする。 

（２）補助事業の内容を変更する場合においては、別記様式第５号により知事の承認を受けるこ

と。ただし、補助事業の内容の変更が軽微であって、補助事業に要する経費の配分に著しい

変更を及ぼさない場合は、この限りではない。 

（３）補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、別記様式第６号により知事の承認を受

けること。 



 

 

（４）補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難になった場合にお

いては、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 

（５）補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により取得し、

又は効用の増加した価格が５０万円以上の機械及び器具については、減価償却資産の耐用年

数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定める耐用年数を経過するまでに、取

り壊し又は廃棄し、他の用途に使用し、他の者に貸し付け、若しくは譲り渡し、他の物件と

交換し又は債務の担保に供するときは、別記様式第７号により知事の承認を受けなければな

らない。 

（６）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又

は一部を県に納付させることがある。 

（７）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業完了後においても

善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならない。 

（８）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により、当該補助金に係る消費税等仕入

控除税額が確定した場合には、別記様式第８号により速やかに知事に報告しなければならな

い。 

   なお、知事に報告があった場合においては、消費税等仕入控除税額の全部又は一部を県に

納付させることがある。 

（９）補助対象者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支

出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止

又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管

しておかなければならない。ただし、補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が単

価５０万円以上の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の処分が完了する日、

又は減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定める耐用

年数を経過するいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。 

 

（実績報告） 

第５条 規則第１２条第１項の規定による補助事業等実績報告書の様式は、別記様式第９号による

ものとする。 

２ 前項の規定による補助事業等実績報告書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。 

（１）事業実施結果報告書（別記様式第１０号） 

（２）精算額算出内訳書（別記様式第１１号） 

（３）歳入歳出決算書（見込書）抄本（別記様式第１２号） 

（４）その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金の交付方法） 

第６条 補助金は、規則第１３条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。ただし、

補助事業の遂行上必要があると認めるときは、規則第１５条ただし書の規定により概算払により

交付することができるものとし、その様式は別記様式第１３号によるものとする。 

 

 



 

 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項については、知事が別に

定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行し、令和３年度中に実施する事業に係る補助金に適用

する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、各年度

中に実施する事業に係る当該補助金にも適用するものとする。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和３年８月２日から施行し、令和３年度中に実施する事業に係る補助金に適用

する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、各年度

中に実施する事業に係る当該補助金にも適用するものとする。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和７年２月２１日から施行し、令和６年度中に実施する事業に係る補助金に適

用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、各年度

中に実施する事業に係る当該補助金にも適用するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表 

 

補助対象事業 補助対象経費 補助率 補助上限額 

１ 施設等相談環境整備事業 

県事業の実施にあたり、療育相談・

指導等の支援環境の整備・改修等

に必要となる経費 

３／４ 
３，５００千円 

以内 

２ 人材確保・育成事業 

県事業の実施にあたり、県事業そ

れぞれの実施要綱に定める従事職

員の条件を満たす人材の確保及び

育成に必要となる経費 

３／４ 
２，０００千円 

以内 

 


